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中国新彊のウイグル人民族学校における「漢語教育」の推進とその背景

リズワン・アブリミティ（立命館アジア太平洋大学）

はじめに

中華人民共和国の少数民族であるウイグル人は、

中央アジアの他の主要民族と同様、 トウルク系の

イスラーム教徒の民族である。 18世紀半ばの清朝

による征服以来、ウイグル人の居住する新彊は中

国の領域内に置かれてきた。とくに中華人民共和

国成立後には、民族区域自治政策のもと、少数民

族文化に対する尊重の原則が打ち出される一方で、

漢族を中心とする国家統合が政策的に強力に押し

進められた。このような枠組みの中でウイグル人

は、自らのトウルク系の言語とそれに基づく独自

の文字文化を、現在に至るまで堅持してきたので

ある。

学校教育においても、 20世紀前半期からウイグ

ル人自身の手によって民族語であるウイグル語を

授業言語とする近代的な教育が発展し、それは中

華人民共和国の成立後、少数民族政策の中で認~

はなかったと言っても過言ではない。

18世紀半ばに新彊のウイグル人居住地域は清

朝により征服され、その統治下に置かれたものの、

「藩部」という独特な位置づけを付与されたため、

ウイグル人の言語・文化は基本的に温存されてい

た。しかし、 19世紀後半に新彊で発生したウイグ

ル人などムスリムによる大反乱が鎮圧され、 1884

年に新彊省が設立されると、新彊を中国中心部に

より深く統合化する動きが加速し、ウイグル人に

対して漢族文化への「同化」を目的とする漢語教

育が強制された。しかし、清朝政府側の一方的な

政策によって施行された漢語教育はウイグル人側

からの強い抵抗を被り、目立った成果を挙げるこ

とに失敗した。その一つの原因として、ウイグル

人に、漢語・漢文化とは異なる、 トゥルク系言語

とイスラームに基づく体系的な文字文化の根強い

伝統が存在したことが挙げられよう見中華人民

共和国初期に至るまで、新しい知識や思想を摂取

された民族教育に引き継がれた。しかしその一方 する先は、東方の漢文化ではなく、もっぱら西方

で、中華人民共和国期を通して、政府の方針に従 のイスラーム世界やロシア・ソ連にあったと言っ

い、ウイグル人の民族学校教育の中において漢語

教育が本格的に実施され、近年は一定の浸透を見

せている。本稿においては、中華人民共和国成立

後、 1990年代後半に至るまでの時期の民族学校に

おける漢語教育の実施と推進、とくにその強化の

過程と背景について検討する。その際、政策の理

念と実態、ウイグル人の漢語に対する認識のあり

方、といった議点に留意しつつ議論したいと考え

る。

1 . ウイグル人の漢語の使用情況

近年に至るまでウイグル人社会内部においては、

ウイグル語が主体的に用いられてきた。中国の多

数民族である漢族の使用言語である漢語は、概し

て漢族を相手とする際にのみ用いられてきたと言

える。使用度が低いだけでなく、歴史的に見て、

ウイグル人の大多数にとって親近性のある言語で
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て間違いない。

ところが、 1949年の中華人民共和国成立後、ウ

イグル人をとりまく情況は劇的に変動した。すな

わち、政策的に中国内地から大規模な漢族の移住

が行われたのである。その数は500万以上に達し

たという 2)。このことにより、新彊における漢語

の使用度が年を追うごとに高まってきた。そして、

1984年に発布された「民族区域自治法」によって、

新彊の民族学校で実施されている「漢語教育」が

義務化された。

しかし、このような社会的趨勢を感じ取りなが

らも、ウイグル人の家庭やコミュニティにおいて

は、依然として漢語の使用度が低く、漢語がそれ

ほど普及しているとは言い難い 3)。その要因とし

て、一つは、とくに新彊南部の地域においてウイ

グル人が集中的に居住していることが挙げられる。

農村部のオアシス地域の家庭において漢族との接

触がほとんどなく、漢族と共存する都市部でさえ
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心理的な障壁から仕事以外の場における漢族との を推測できる。かつて清朝政府によって強制され

交際が至って少ない。もう一つの要因は、オアシ た漢語教育に対する反発と、中華民国初期の新彊

スの経済を形成するバザールの存在である。曽紅 省政府による愚民化政策に対する抵抗が、ウイグ

が指摘するように 4)、バザールの存在はウイグル ル人によって近代的な民族啓蒙運動や教育運動が

社会内部におけるネットワークの広がりを発達さ 発動される精神的な基盤となり、最終的にそれが

せてきただけではなく、ウイグル社会の経済面に 民族運動の高揚と分離主義的な「東トルキスタン

おける自律性を保持する役割を果たしてきた。そ 共和国」の設立に繋がったからである。

こに漢語の入り込む余地はほとんどなかったと言 他方、建国当初においては、民族学校における

えるであろう。 漢語教育の本格的実施は、事実上不可能であった。

このようにウイグル人社会において漢語に対す その理由としては、1949年に新中国が誕生した当

る疎遠な状況があったにも拘わらず、中華人民共 初、新彊には、民族語による膨大な学校教育シス

和国成立後、漢語教育が本格的に展開され、強化 テムがすでに存在していたため、これらの学校で

されていくのである。 一気に漢語教育を実施することは、財政的にも人

2. 漠語教育の開始と展開

周知のように、中華人民共和国においては、少

数民族政策の中で民族自治地方における民族言

語・民族改化に対する尊重が保障されており、民

族語による学校教育が認容されている。新彊にお

いても、ウイグル語を授業言語とする民族学校が

多数存在し、ウイグル人の相当部分が利用する主

要な教育機関として機能してきた。しかし、その

一方で、ウイグル民族学校においても漠語教育が

導入され、中央から発動される政治運動などの影

響による変移は見られるものの、総じて強化され

る方向で政策が執行されてきたと言える。その具

体的なプロセスを以下に辿ってみよう。

新彊において民族学校のカリキュラムにはじめ

て漢語教育の実施が組み込まれたのは、1950年に

新腫省人民政府が発した「目下の新彊教育改革に

関する指示」による。その第二項目において、「す

べての中学校と師範クラスは「外族語」（＝他の民

族の言語）、すなわち、ウイグル語クラスは国語（漢

語）もしくはロシア語を選択し、漢語クラスはロ

シア語もしくはウイグル語を選択すること」と規

定されている。ここで注目されるのは、明確に漢

語教育とは称さず、あくまでも選択科目の外族語

としてスタートしたこと、しかもそれが漢語学校5)

材的にも到底不可能であったことが挙げられる。

このように、漢語教育の実施は、国家の方針にお

いて、極めて柔軟な体制をもってスタートしたの

である。

しかし、その後、漢語教育を次第に増加させて

いく社会情況が整ってきつつあることを理由に挙

げて、漢語教育の展開は、ウイグル人社会におけ

る実態やウイグル人の意識のあり方とは乖離した

動きとして、精力的に進められていくのである。

とはいえ、このような政府による漢語教育の実施

の一方的な推進は、結果的に都市部だけにとどま

り、ウイグル人社会全体に浸透するまでには至ら

なかった。実際、「漢語教育」に関する政府への報

告等においては、 80年代の初頭になっても、多く

の学校、とくに小学校では漢語の課目が開設されて

いないことや、たとえ開設されていても名目的なも

のにしか過ぎなかったことが指摘されている兜

3. 「民漢兼通」理念と漢語教育の強化

1980年代に入ると、民族学校における漢語教育

の強化が政策課題として強調されるようになる。

その重要性を最初に提唱したのは、当時の自治区

人民政府副主席の任にあったバダイ（巴岱）であ

った。しかし、バダイの提議は、少数民族の間に

おける漢語受容の推進を単純に意味するものでは

におけるウイグル語あるいはロシア語の科目の実 なかった。バダイの主張は、民族語と漢語の両方

施と同時に開始されたことである。このような態 の運用能力を達成することを目指す「民漢兼通」

勢がとられた背景としては、歴史的経緯から得た という理念に立脚していた。このような「民漢兼

教訓によって、漢語教育に対して極めで慎重な態 通」理念の特質は、これまでの民族学校における

度をとらざるを得なかったという、政府側の事情 漢語教育の強化と対照的な形で、漢語学校に通学
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する少数民族子弟に対する民族言語課目の開設が

項目として掲げられていることにも反映されてい

る。このような性格をもつ「民漢兼通」という理

念をモンゴル人であったバダイが自ら打ち出し、

漢語教育の強化を提案した背景には、実は、当時

民族教育が直面していた二つの問題が存在した。

一つは、漢語学校で教育を受けた少数民族子弟

の自民族言語の運用能力が劣悪なものになり、親

子間で意思疎通できなくなるような例さえ生じた

という問題である 7)。そしてもう一つの問題は、

民族学校における教育の資質の低下が、深刻な局

面に至っていたと言われることである。その主要

な原因の一つは、 1958年以降、政府によって提唱

された農業中学校・農村学校の拡大政策により、

民族学校が農村型学校へと遷移させられたことに

あったと言われる。この事情については、バダイ

自身により、後に発表された「民族学校における

漢語教育に対する問題の回顧と思考」において、

「民漢兼通」理念を提議した過程とその背景とし

て触れられている見

すなわち、諸民族の実情と政府の対応について

熟知していたバダイの「民漢兼通」理念提唱の狙

いは、漢語教育を強調することを通して、民族学

校が置かれていた芳しくない状況に対して政府の

関心を喚起することであったと考えられる。実際、

時期を同じくして当時自治区政治協商会議副主席

であったサイプライエフ（ウイグル人）が民族学

校の抱える問題について独自に調査を行い、問題

の深刻さを報告書にまとめて、直接的に自治区人

民代表大会常務委員会と自治区党委員会に訴えて

いることも、この点を物語っている。しかし、サ

イプラエフの主張は認められず、報告書も公表さ

れなかった。

ところが、実際に「民漢兼通」理念に基づくは

ずの政策が実施された際、理念とは必ずしも一致

しない側面が生じた。1987年に自治区人民政府は、

その決定のなかで、「1995年までに自治区の都市、

鎮以上の民族高校を卒業した大部分の卒業生は

「民漢兼通」のレベルまでに達する」ことを求め

中で漢語の重要性が高まってきたという条件の下、

最初の理念であった「民漢兼通」を目的にしてき

た漢語教育が次第に形を変えて、漢語だけの必要

性という側面の強調に拍車がかけられる結果を招

いたのである。

一方、この時期、民族教育の資質がさらに問わ

れるようになり、ウイグル人を中心とする諸民族

側の意識においても、漢語の重要性が一層認識さ

れるようになった。例えば、ウイグル人が集中し

ているホータン地区教育委員会では、義務教育期

間の9年間のうち 1年間漢語教育を強化するなど

の実施方法が提案されたのである。ここで注目す

べきことは、このような「漢語教育」の強化とそ

の定着が、以前は否定的な態度の対象となってき

た「漢語教育」に対するウイグル人側の意識が社

会経済の変動状況を背景として大きく変化してき

たことと、連動しているように思われることであ

る。

4. ウイグル人の漢語に対する意識の変化

1990年代以降、中国の経済発展の波は、強い奔

流となってウイグル人社会に押し寄せ、ウイグル

人コミュニティ内部以外の部分では、社会参加の

条件として漢語の運用能力が不可欠となるという

現実が生じた。

そもそも、新中国政府の成立にともなって施行

された「共同綱領」（第53条）に「各少数民族は

各自の言語と文字を発展させる自由がある。」 9)と

規定されて以来、新彊においては、 1956年に「各

級人民委員会と各級部署が職務を執り行うことに

あたってはウイグル語（文字）と漢語（文字）を

使用する」ことが規定され、現在においても、基

本的に少数民族言語の使用が自由であるという原

則に法律的な根拠が与えられている（『中華人民共

和国民族区域自治法』（第10、21条）、1984年）。

しかし、近年の実態としては、このような少数民

族語の重視は事実上存在しないも同然という状況

にさえなりつつある。このことは、漢族人口の比

た。しかし、「民漢兼通」とはどの程度のものを示 重の高まりもあいまって、主要都市部や、国有企

すのか、何を基準にしているのかなどについては 業などの公的な勤務場所が、かなりの割合で漢族

つきりとした理論的根拠がなく、概念が曖昧なま によって占められていることと無関係ではない。

まに実施されたため、その後、急激に進められた しかし、近年の趨勢としてそれにも増して重要

社会主義市場経済の拡大と漠族主導の経済発展の なのは、「改革開放」後の経済情勢から、社会にお
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ける漢語の優位性が正当化され、ウイグル人が漢

語修得の必要性をより強く感覚せざるを得ないよ

うな局面が、大々的に顕在化してきたことである。

具体的には次の三つの側面に表れている。第一に、

新たな雇用機会を提供するのが内地から進出して

きた漢族資本であるため、漢語の運用能力が、ウ

イグル人個人にとって、就業の成否を決定的に左

右する要件になったことである。第二に、競争社

会を勝ち抜くために必要な情報や知識への接近と

入手という点において、漢語の運用能力が問題に

なるということである。第三に、内地から新彊ヘ

国民経済に深いレベルで組み込みつつある。新彊

社会全体における使用言語としての漢語の優位性

も謡ぎないものになった。このような条件下に、

政府によりさらに新たな漢語教育強化の方針が打

ち出され、理科系の授業と語学の漢語および英語

の授業を漢語で行い、その他の科目をウイグル語

で行なうという実験クラスを設置する学校が、ウ

イグル人自身の要望も踏まえる形で、顕著に拡大

した。また、最近では、おそらく 9.11テロ後の特

有の情勢を背景に、高等教育における授業言語が

基本的に漢語に一元化されるなど、教育現場にお

の漢族移民の絶えることのない増加という動向で ける漢語重視の傾向は一段と強まっている。これ

ある。 ら1990年代後半以降の新しい状況は、ウイグル

このような状況を背景として、ウイグル人の側 人社会の言語・文化面における根本的な変化を予

の漢語に関する意識のあり方に顕著な変化が現れ 感させるという意味で、きわめて重要な意味をも

た。一般的な人々も含むウイグル人に、漢語の運 っているが、その検討は稿を改めることとしたい。

用能力修得の必要性が強く意識されるようになっ

たのである。例えば、論者による 1997年の調査 注

においては、民族学校における漢語教育について、

ほぼ全員がその必要性を強調している。その理由

としては、情報化社会において知識を習得するた

めには漢語が必要であること、就職や生活水準の

改善に漢語が不可欠となりつつあること、大学受

験に漢語が必須なこと、などが挙げられている。

中には漢語がよくできないために、ウイグル語に

よる論文や著書が評価されない、と語る学者も存

在した 10)。

以上のように、1980年代後半までの漢語教育の

強化は、上から実行されたという側面が強かった

のに対し、 90年代に入ると、社会変動にともなっ

て、ウイグル人側による下からの盛り上がりとい

う側面が表面化してきた。要するに、政府の年来

の漢語教育強化の動きは、 90年代に入ってから、

経済的条件にともなうウイグル人側の意識の変化

と接合される形で、ウイグル人社会への浸透とい

う局面に入ったと言えるのである。
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いった状況は、ウイグル人固有のバザール経済の

自律性を切り崩し、ウイグル人社会を漢族主体の

85 

このような事実がかなりあったことは間違いな

い。例えば、 70年代にウルムチ市の漢語学校に



セッションC:中図・モンゴンレのエスニッククンレープ

入学した際の情況としては、少なくとも 1クラ

スに5-6名のウイグル人とカザフ人が在籍して
いた。
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いくつかの問題点が浮かんできた。過去から長

期間にわたって我々は、新彊の実状に合った正

しい漢語教育の方針を提議することができてい

ない上、漢語教育において急激な成長を求め過
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